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平成１９年度における指定確認検査機関の監督処分状況について 

 

平成２０年４月３０日 

国 土 交 通 省 

住宅局建築指導課 

 

平成１９年度における指定確認検査機関への立入検査の結果、指定確認検査機関の監督処分

及び建築基準適合判定資格者の処分について以下のとおりお知らせ致します。 

 

記 

 

１． 平成１９年度における指定確認検査機関への立入検査結果について 

国土交通大臣指定の指定確認検査機関(１７機関)に対し、建築基準法（昭和２５年法律第２

０１号）第７７条の３１の規定に基づき立入検査を行いました。その結果概要は以下のとおり

です。 

 

(1)．立入検査を行った期間等 

平成１９年８月～平成２０年３月、本省において延べ７７人の検査官が実施 

(2)．立入検査を行った箇所 

(財)日本建築センター、(財)日本建築設備・昇降機センター、(財)住宅保証機構、(財)日本建築

総合試験所、日本ＥＲＩ(株)(本社、大阪支店)、(財)住宅金融普及協会、(株)西日本住宅評価セン

ター、(株)東日本住宅評価センター(本店、東京西支店)、ハウスプラス住宅保証(株)（現ハウスプ

ラス確認検査（株））、(株)都市居住評価センター、(財)ベターリビング、ビューローベリタスジャパ

ン(株)(本店、埼玉事務所)、(株)住宅性能評価センター、(株)国際確認検査センター、(株)ジェイ・

イー・サポート、日本建築検査協会(株) 、ＳＢＩアーキクオリティ（株）の１７機関２０箇所 

 

(3)．立入検査の結果概要 

主な指摘事項 該当する機関(箇所)

■機関の指定要件又は業務に必要な手続きに関する指摘 

・国土交通省に人員体制の変更の報告が提出されていなかった。 

 

２機関(２箇所) 

■書類に関する指摘 

・建築基準法に基づき備付け義務のある帳簿の記載内容について誤記入

、一部記入漏れ等の不備があった。 

 

９機関(９箇所) 



■確認検査業務手続きに関する指摘 

・行政庁に提出しなければならない確認審査報告書の提出期限が守ら

れていないものがあった。 

・記載事項に記入漏れがある確認申請等を引き受けているものがあった。 

・確認済証等の記載事項に不正確な記載がされているものがあった。 

 

 

８機関(９箇所) 

■確認検査の審査方法その他（構造）に関する指摘 

・鉄筋コンクリート造１５階建て延べ面積約１２，５００㎡等の建築物にお

いて、添付すべき検討書が添付されていないなどの構造に関する確

認が不十分なものがあった。 

・鉄筋コンクリート造４階建て延べ面積約５００㎡の建築物において、建

築確認時と実際の工事で杭の工法が不整合であったものについて確

認が不十分だったものがあった。 

 

 

 

２機関(２箇所) 

 

(4)．立入検査の結果を受けた措置 

○ 指定要件又は業務に必要な手続きに関する指摘があった件について、機関に対し改善計画

を作成し、国土交通省へ報告するよう指導を行いました。 

○ 書類に関する指摘があった件について、機関に対し改善計画を作成し、国土交通省へ報告

するよう指導を行いました。 

○ 確認検査業務手続きに関する指摘があった件について、機関に対し改善計画を作成し、国

土交通省へ報告するよう指導を行いました。 

○ 確認検査の審査方法その他（構造）に関する指摘があった件について、建築物の安全性の

確認を行い、いずれも実体違反に至るものでは無かったことを確認した。また、機関に対し改

善計画を作成し、国土交通省へ報告するよう指導を行いました。 

(5)．構造計算等の妥当性サンプル調査 

現在、国（国土交通大臣及び地方整備局長）指定の指定確認検査機関が確認処分を実施した

物件の中から約９０件を抽出し、構造計算等の妥当性について検証を実施しております。その結

果については別途公表を予定しております。 

 



２．平成１９年度における指定確認検査機関の処分等について 

平成１９年４月１日から平成２０年４月３０日までの間において行った、国土交通大臣指定及び地

方整備局長指定の指定確認検査機関に対する建築基準法第７７条の３０及び第７７条の３５

の規定に基づく監督処分並びに第７７条の６２の規定に基づく建築基準適合判定資格者の処

分は以下のとおりです。 

※これらの処分については建築基準法第７７条の３０第２号及び７７条の３５第３号によりすでに公

表（官報）したものをとりまとめたものです。 

(1)．指定確認検査機関の監督処分 

監督処分等日時 機関名 処分理由 処分内容 

 

 

平成20年3月27日 

ハウスプラス中国 

住宅保証（株） 

（中国地方整備局長 

指定） 

構造計算適合性判定を求め

なければならなかった物件であ

ったにも関わらず、構造計算適

合性判定を求めずに確認済証

を交付した。 

監督命令 

（業務改善計画の提出

等） 

 

 

 

 

平成20年４月16日 

 

(株)都市居住評価セン

ター 

（国土交通大臣指定）

確認検査の業務に関し、過失

により法第58条（高度地区）に適

合しない建築計画を看過し、そ

れにより建築基準関係規定に適

合しない建築物を現出させた。 

監督命令 

（業務改善計画の提出

等） 

 

 

(2)．建築基準適合判定資格者の処分 

処分理由 処分内容・処分人数 

建築確認において建築基準関係規定に適合しない

建築計画を看過し、確認済証を交付させた。 

確認検査業務の禁止の命令（２箇月） ３名 

確認検査業務の禁止の命令（３箇月） １名 

確認検査業務の禁止の命令（４箇月） １名 

確認検査業務の禁止の命令（５箇月） １名 

中間検査において当該建築物の確認に要した図書

と異なる施工を看過し、中間検査合格証を交付させた

。 

確認検査業務の禁止の命令（３箇月） １名 

 

なお、上記処分の原因となった事実に関係して、違反建築物の現出に至ったのは１件であり、

当該建築物については関係者により違反状態是正のための取り組みが行われているところです。

その他については計画の取り止め、変更等により、違反建築物の現出に至っていません。 

 

※ 個別の指定確認検査機関の監督処分及び建築基準適合判定資格者の行政処分について

は「国土交通省ネガテｲブ情報等検索サイト」（ http://www3.mlit.go.jp/ ）で参照できます。 

 


